別添様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費
	事業名:地域療育システム支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　地域生活支援担当　電話番号：058-272-1111（内2618）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,224千円（前年度予算額：2,226千円）

	事業内容


	１　事業の内容


【目的】
· 障がいのある幼児（発達障がい、肢体不自由）の発達を支援する地域の保育士、療育職員、福祉施設職員の支援技術の向上のため、専門スタッフを地域へ派遣し、助言・指導を実施する。

· 地域で障がいのある幼児を支援することができるよう、地域療育システム（地域の医療機関、保育所、幼稚園、児童デイ、学校間の連携支援体制）を構築する。

【内容】

Ⅰ　地域療育支援事業  
  積極的に支援体制を構築しようとする市町村に対し、支援技術向上及び連携構築のための助言・指導を行なう。
１　派遣事業

（１）専門療育相談（及び医師によるスーパーバイズ）
→医師（小児科医、整形外科医、精神科医）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を地域へ派遣し、地域の関係者に対し、療育方法や療育方針、個別の支援計画作成に関する助言及び指導を実施する。
（２）療育スタッフ支援                            

  　→地域の療育システム構築に意欲のある市町村の保育所に療法士を派遣し、保育所及び地域療育のスタッフに対し、療育の技術的な助言・指導を実施する。
（３）住宅改修支援事業

　　→専門スタッフを派遣し、肢体不自由児者が住宅改修等を行う場合の技術的な助言を実施する。
２　研修事業

（１）地域療育スタッフ養成研修会

　　→地域の１次療育機関等のスタッフを対象に、療育技術向上のための発達チェックリスト活用研修、個別の支援計画書作成研修会を実施する。
（２）療育専門技術研修

　　→各圏域の中核病院や療育機関等の療法士の中から毎年数名程度に、県立希望が丘学園での実地研修（年間１０日程度）を行うことにより、地域療育の指導的役割を担う人材を育成する（派遣元負担）
地域の医療機関等からの要請に応じて療法士を派遣し、技術指導を行う。

３　推進事業

（１）推進セミナー

　　→行政機関、療育機関等を対象に支援体制の整備推進に関する研修会を年１回実施する。

（２）「発達障がい支援マイスター」養成シリーズ研修

　　→療育スタッフ支援を行う市町村の担当者を対象に、療育システムの構築に向けた応用実践的な講義・実習を実施する。

Ⅱ　難聴児に対する専門的療育支援 　
· 難聴幼児通園施設の療育専門職（ST等）が在宅難聴児の居宅や通園している保育園、児童デイを訪問し、療育技術支援を実施する。
· 難聴幼児及び親に対し、外来療育指導を実施する。
	２　所要経費


（1） 地域療育支援事業　　    　　 1,724千円

（2） 難聴児に対する専門的療育支援　 500千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる
・在宅の発達障がい児や重度心身障がい児に対する圏域ごとの支援体制を充実する
	２　これまでの取組状況


　地域療育支援事業では、希望が丘学園の専門スタッフが各圏域に出向き、個別のケース相談やスタッフ支援等を行った。
　難聴幼児地域療育等支援事業では、診断前の難聴児や通園の前段階にある難聴児等を対象とし訪問や外来による療育を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


　療育スタッフ支援事業では、平成２２年度から３年間の事業として７市町村を選定し、重点的に個別支援計画作成のための技術支援やスタッフ支援等を行い、より身近な地域で専門的な支援が受けられるよう、地域の支援拠点づくりを進めてきた。支援の体制は整いつつあるが、地域支援の中核となる人材の育成などにより、さらなる体制の強化を図る。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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